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 「渋谷区財務書類」を作成しています。
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一般会計等 （単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 △96 純資産合計 844,003

資産合計 874,122 負債及び純資産合計 874,122

0

0

0

11

35,999

35,999

△36

51,935

14,577

1,444

51,458

0

51,458

0

275

0

0

520

289

57,361

5,130

4,855

193

186

7

0

2,042

△1,607

△3,351

0

0

446

△267

22,010

958 858,197

529,353 △14,194

510,515

0 56

0 負債合計 30,119

0

0 0

0 786

0 2,885

△1,182 0

0 0

0 0

126,184 132

△49,405 5,476

1,688 1,749

156,602 13,942

0 106

822,187 24,643

764,633 10,463

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

234,845 0

- 1 -



一般会計等 （単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

0

1,250

1,250

0

71,256

0

21,718

6,221

0

8,690

5,680

3,010

72,405

101

0

101

0

5,965

0

28,612

24,710

772

3,130

0

316

158

158

0

33,904

1,456

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 金額

81,095

47,191

18,263

16,076

731

- 2 -



一般会計等 (単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 842,829 △18,248

純行政コスト（△） △71,256

財源 85,562

税収等 66,903

国県等補助金 18,659

本年度差額 14,306

固定資産等の変動（内部変動） 10,252 △10,252

有形固定資産等の増加 16,935 △16,935

有形固定資産等の減少 △12,580 12,580

貸付金・基金等の増加 6,087 △6,087

貸付金・基金等の減少 △190 190

資産評価差額 0

無償所管換等 3,893

その他 1,223 0

本年度純資産変動額 15,368 4,054

本年度末純資産残高 858,197 △14,194

3,893

1,223

19,422

844,003

0

14,306

【様式第３号】

純資産変動計算書

自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 合計

824,581

△71,256

85,562

66,903

18,659

- 3 -



一般会計等 （単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高 14,577

0

△1,920

本年度資金収支額 2,042

前年度末資金残高 9,517

本年度末資金残高 11,559

3,268

△250

3,018

0

1,933

0

27

2,445

0

△9,267

1,920

1,920

0

0

4,405

0

0

0

13,229

13,672

7,584

6,065

0

23

0

0

0

33,928

5,988

21,719

6,221

0

91,066

66,881

16,726

5,683

1,776

158

【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 金額

77,837

43,909

18,268

25,483

- 4 -



全体 （単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

156,602 14,608

0 106

824,334 25,309

764,633 10,463

234,845 0

126,184 132

△49,405 5,553

1,688 1,749

△1,182 0

0 0

0 0

0 0

0 823

0 2,885

0 96

0 負債合計 30,862

0

958 860,344

529,353 △12,515

510,515

446

△267

22,010

△3,351

0

0

0

2,042

△1,607

193

186

7

59,508

5,130

4,855

275

0

0

2,293

289

52,250

0

52,250

0

△454

54,357

15,840

2,962

11

35,999

△455 純資産合計 847,829

資産合計 878,691 負債及び純資産合計 878,691

35,999

0

0

0

- 5 -



全体 （単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

120,511

49,934

18,970

16,754

759

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 金額

1,457

0

29,939

26,037

772

3,130

0

111,661

101

0

1,025

158

867

0

70,577

110,458

101

0

48,859

21,718

0

0

8,850

5,680

3,170

0

0

1,304

1,250

54

- 6 -



全体 (単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 845,012 △16,680

純行政コスト（△） △110,458

財源 124,839

税収等 94,459

国県等補助金 30,380

本年度差額 14,381

固定資産等の変動（内部変動） 10,216 △10,216

有形固定資産等の増加 16,935 △16,935

有形固定資産等の減少 △12,580 12,580

貸付金・基金等の増加 6,092 △6,092

貸付金・基金等の減少 △231 231

資産評価差額 0

無償所管換等 3,893

その他 1,223 0

本年度純資産変動額 15,332 4,165

本年度末純資産残高 860,344 △12,515

94,459

30,380

14,381

【様式第３号】

純資産変動計算書

自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 合計

828,332

△110,458

124,839

3,893

1,223

19,497

847,829

0

- 7 -



全体 （単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

158

【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 金額

116,584

45,945

18,977

26,810

0

0

70,639

48,920

21,719

0

0

129,923

93,858

28,447

1,935

5,683

13,672

7,584

6,065

0

23

0

1,920

1,920

0

0

4,405

0

0

0

13,339

0

1,933

0

27

2,445

0

△9,267

15,840

0

△1,920

本年度資金収支額 2,152

前年度末資金残高 10,670

本年度末資金残高 12,822

3,268

△250

3,018

- 8 -



【様式第５号】　附属明細書

１　貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①　有形固定資産の明細 (単位：百万円)

前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 本年度末 本年度償却額 差引本年度末残高

区分 (A)+(B)-(C) 減価償却累計額 (D)-(E)

（A) (B) (C) (D) (E） (F) (G)

事業用資産 276,086 25,962 16,616 285,432 50,587 3,130 234,845

土地 152,687 12,303 8,388 156,602 156,602

立木竹

建物 119,592 7,875 1,283 126,184 49,405 2,741 76,779

工作物 1,661 28 1 1,688 1,182 389 506

船舶

浮標等

航空機

その他

建設仮勘定 2,146 5,756 6,944 958 958

インフラ資産 530,177 2,969 175 532,971 3,618 112 529,353

土地 507,796 2,719 0 510,515 510,515

建物 409 45 8 446 267 9 179

工作物 21,972 128 90 22,010 3,351 103 18,659

その他

建設仮勘定 0 77 77 0 0

物品 1,914 141 13 2,042 1,607 180 435

合計 808,177 29,072 16,804 820,445 55,812 3,422 764,633

-
9
 -



②　有形固定資産の行政目的別明細

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 25,439 48,588 93,550 5,401 138 0 61,729 234,845

土地 18,880 28,981 67,636 2,723 0 0 38,382 156,602

立木竹 0

建物 6,370 19,553 25,631 2,659 138 0 22,428 76,779

工作物 15 54 43 19 0 0 375 506

船舶 0

浮標等 0

航空機 0

その他 0

建設仮勘定 174 0 240 0 0 0 544 958

インフラ資産 529,353 0 0 0 0 0 0 529,353

土地 510,515 0 0 0 0 0 0 510,515

建物 179 0 0 0 0 0 0 179

工作物 18,659 0 0 0 0 0 0 18,659

その他 0

建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0

物品 12 113 160 6 0 0 144 435

合計 554,804 48,701 93,710 5,407 138 0 61,873 764,633

-
1
0
 -



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

252,652 7

162,417 15,057

36 106

844,985 27,800

783,063 12,432

△6,089 949

0 78

0 0

141,828 198

△56,417 7,438

9,750 2,393

0 109

68 負債合計 35,238

△1

0 7

0 929

0 2,973

446

△267

22,010

1,060 882,658

529,353 △12,235

510,515 3

0

2,800

△1,742

△3,351

0

0

55,361

316

252

6,561

195

6,366

52,877

0

52,877

26

60

4

0

2,308

289

11

37,662

37,662

△455

60,679

18,941

3,630

△455 純資産合計 870,426

資産合計 905,664 負債及び純資産合計 905,664

0

10

880
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

1,517

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 金額

149,710

62,521

21,300

18,997

786

65,469

0

33,154

26,992

1,458

4,297

407

8,067

225

868

6,974

87,189

0

21,720

0

0

18,250

5,680

12,570

131,460

352

0

280

0

72

1,534

1,250

284

130,278
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(単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 867,679 △16,894 3

純行政コスト（△） △130,278 0

財源 144,526 0

税収等 103,881 0

国県等補助金 40,645 0

本年度差額 14,248 0

固定資産等の変動（内部変動） 9,428 △9,428

有形固定資産等の増加 17,920 △17,920

有形固定資産等の減少 △14,018 14,018

貸付金・基金等の増加 6,574 △6,574

貸付金・基金等の減少 △1,048 1,048

資産評価差額 0

無償所管換等 3,893

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

その他 1,223 △133

比例連結割合変更差額 435 △28 0

本年度純資産変動額 14,979 4,659 0

本年度末純資産残高 882,658 △12,235 3

14,248

科目 合計

【様式第３号】

連結純資産変動計算書

自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

850,788

△130,278

144,526

103,881

40,645

3,893

1,090

19,638

870,426

0

407

0

0
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

173

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　平成２９年　４月　１日

至　平成３０年　３月３１日

科目 金額

139,310

52,046

22,296

29,018

0

559

87,264

65,532

21,719

0

13

153,315

103,385

38,553

6,184

5,193

5,191

0

0

0

14,005

15,248

8,683

6,541

0

24

0

287

1,998

167

462

2,446

118

△10,057

2,128

2,028

100

327

18,941

40

△1,801

本年度資金収支額 2,147

前年度末資金残高 13,774

比例連結割合変更に伴う差額 △5

比例連結割合変更に伴う差額 0

本年度末資金残高 15,916

3,275

△250

3,025

- 14 -
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注記 

 

Ⅰ 区全体財務書類 

１ 重要な会計方針 

 （１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有形固定資産及び無形固定資産 ・・・ 取得原価 

ただし、昭和 59 年度以前に取得した道路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

なお、渋谷区会計基準によるインフラ資産・土地の評価額は 931,824 百万円です。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

有価証券 ・・・ 市場価格にかかわらず取得原価 

  出資金 ・・・・ 出資金額 

 

（３）有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法 ・・・ 定額法 

ただし、道路の舗装部分等のうち取替資産については、部分的取替に要する支出を費用として処

理する方法を採用しています。 

 

 （４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 ・・・・ 対象なし 

② 徴収不能引当金 ・・・・ 過去の回収不能実積率等で算定した引当率に乗じて算出された額 

③ 退職手当引当金 ・・・・ 作成基準日において在籍する全職員が、自己都合により退職した

場合の退職手当要支給額 

④ 損失補償等引当金 ・・・ 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定

に含めた将来負担額 

⑤ 賞与引当金 ・・・・・・ 翌会計年度に支払いが予定されている期末手当、勤勉手当並びに

これに係る共済費の額 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

対象なし 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払を含んで

います。 
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（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が 100万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについては、取得価額または契約価格が 1 億円以上の場合に資産として計上して

います。 

 

２ 重要な会計方針の変更 ・・・ なし 

 

３ 重要な後発事象 ・・・ なし 

 

４ 追加情報 

 （１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

   ① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業会計 

   ② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   ③ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

   

 （２）貸借対照表に係る事項 

① 渋谷区会計基準と統一的な基準の計上額の相違は次のとおりです。   （単位：百万円） 

 区基準 統一的な基準 主な相違 

固定資産 1,289,496 824,334, ・インフラ資産・昭和 59 年度以前に取得した道

路の敷地の控除 

流動資産 53,180 54,357 ・現金預金に歳入歳出外現金を加算 

・収入未済のうち長期延滞債権を固定資産へ振替 

負債 27,978 30,862 ・預り金に歳入歳出外現金を加算（預り保証金を

除く） 

 

② 固定資産の減価償却累計額 ・・・ 附属明細書に記載 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

    渋谷区会計基準と統一的な基準の計上額の相違は次のとおりです。    （単位：百万円） 

区基準 統一的な基準 主な相違 

行政収入・

金融収入 

131,755 経常収益 8,850 ・税収等（税収、保険料、分担金及び負担金、寄

附金）、国・都支出金を純資産変動計算書へ振替 

行政費用・

金融費用 

126,732 経常費用 120,511 ・会計間操出金の相殺 

特別費用 381 臨時損失  101 ・固定資産の過年度修正損を純資産変動計算書へ振替 

特別収入 1,380 臨時利益 1,304 ・固定資産の過年度修正益を純資産変動計算書へ振替 
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（４）純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（５）資金収支計算書に係る事項 

① 既存の決算情報との関連性                     （単位：百万円） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 151,219 138,397 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 ― ― 

一般会計から特別会計への操出・繰入 6221 6221 

繰越金に伴う差額 10,670 ― 

資金収支計算書 134,328 132,176 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、

公会計では計上しないため、その分だけ相違します。 

 

   ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

（全体）資金収支計算書 

業務活動収支 13,339 百万円 

 投資活動収入の国県等補助金収入 1,933 百万円 

 未収債権、未払債務などの増加(減少) 4,119 百万円 

 減価償却費 △3,130 百万円 

 賞与等引当金繰入額 △759 百万円 

 退職手当引当金繰入額 △1,457 百万円 

 徴収不能引当金繰入額 △867 百万円 

 資産除売却益(損) 1,149 百万円 

 その他臨時損益 54 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額 14,381 百万円 
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Ⅱ 連結財務書類 

 区全体財務書類との変更点は下記の通り  

 

１ 重要な会計方針 

（１）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、資金の範囲が異なる団体については、全体財務書類に合わせ連結修正を行っています。 

 

（２）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

連結団体における物品及びソフトウェアの計上基準によります。 

 

２ 追加情報 

（１）連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

東京２３区清掃一部事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.23% 

特別区人事・厚生事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.30% 

特別区競馬組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.35% 

東京都後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.80% 

渋谷区土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

株式会社 渋谷サービス公社 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社 渋谷区都市整備公社 第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人 渋谷区美術振興財団 第三セクター等 全部連結 － 

社会福祉法人 渋谷区社会福祉事業団 第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人 渋谷区観光協会 第三セクター等 全部連結 － 

                      （比例連結割合は表示桁数未満を四捨五入） 

連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 

② 地方三公社、第三セクター等は、全て全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間 

   地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体においては、出納整理期間

における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   なお、出納整理期間を設けていない団体と出納整理期間を設けている団体との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 


